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要旨 
 
製品開発に関する既存研究では，開発プロセスで実際に発生した問題とリーダー・メンバ

ーによる解決行動との関係，および問題解決行動と開発成果との関係などについて，産業

横断的かつ国際的な定量分析が行われていない．本稿では，日本・中国・韓国のエンジニ

ア個人を対象にしたアンケート調査データに基づき定量分析を行い，以下の３点を析出し

た．第１に，担当内で発生した問題を現場レベルで解決しようとするのは日本であり，上

位組織で解決しようとするのは中国である．韓国は日本に近い．第２に，担当外の問題解

決のための協力という意味でのエンジニア個人の能動性は日本で最も高く，韓国で最も低

い．中国はその中間である．第３に，担当内問題解決の組織レベルは，いずれの国のどの

開発成果に対しても有意な影響をもたないのに対し，担当外問題解決での能動性は，いず

れの国の開発組織レベルでの開発成果に対しても正で有意な影響をもつ． 
JEL Classification Codes: M11 M12 M54 
 
 
 
１．はじめに 
 
東アジアは長らく「世界の工場」として発展してきたが，近年では「世界の

開発拠点」としての段階に入りつつある．こうした発展に照応して，アジア各

                                                   
* 本研究の実施に際して，都留は，日本学術振興会・科学研究費補助金・基盤研究 B（課
題番号 22402020，2010～13年度），平和中島財団・アジア地域重点学術助成（2012～13
年度），サントリー文化財団・人文科学，社会科学に関する学際的グループ研究助成（2013
年度），一橋大学・研究プロジェクト（2013年度）の研究助成を受けた．また，徳丸は，
カシオ科学振興財団研究助成金（2012年度），全国銀行学術研究振興財団研究助成金（2012
年度），髙橋産業経済研究財団助成金（2013年度）の研究支援を得た．本稿の草稿は，経
済研究所定例研究会（2014 年 6 月 18 日）で読まれ，討論者の浜松翔平氏（東京大学），
浅子和美・担当編集委員ほか参加諸氏から有益なコメントを得た．厚くお礼申し上げる．

また，アンケート調査票案や本稿の草稿に詳細なコメントを下さった森田穂高氏

（University of New South Wales）にも感謝する． 
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国の企業が製品開発プロセスをどのように組織しているのかが重要な研究テー

マとして急浮上してきた．たとえば，都留・守島(2012)は，日本・中国・韓国
の製品開発組織とエンジニアの人材マネジメントに関する比較研究を行い，こ

れら３か国で異なる開発組織管理や人材マネジメントの方法がみられることを

明らかにした． 
 本稿は，観察単位を企業から個人へと降ろすことによって，３か国の製品開

発プロセスの類似性と差異をさらに明確にする試みである．具体的には，エン

ジニア個人の問題解決行動に着目することによって課題に接近する．周知のよ

うに，小池(2005)は，仕事一般を「ふだんの作業」と「ふだんと違った作業」
とに分けることができるとし，「問題への対応」と「変化への対応」とをこなす

技能（知的熟練）の重要性を強調した．また，Simon(1969)を嚆矢として，製品
開発を一連の問題とその解決行動として理解することは，Clark and 
Fujimoto(1991)を先駆とする製品開発研究が共有する視点である．以上から，問
題解決活動に着目することは製品開発プロセスの深部に分け入るために適切な

ルートだといえよう．  
  本稿の目的は，日本・中国・韓国のエンジニア個人を対象にしたアンケート
調査結果に基づき，製品開発プロセスで実際に発生した問題と，リーダー・メ

ンバーによる実際の問題解決行動を具体的に明らかにした上で，問題解決行動

が開発成果に及ぼす効果を定量的に示すことにある． 
 本稿の主な貢献をあらかじめ提示しておこう． 
 (1)既存研究では，製品開発を問題解決活動として捉え，そのインプット，プ
ロセス，成果の相互関係を分析してきた．しかし，既存研究には，以下のよう

な問題があった．①発生している問題を具体的に捉えていない，②発生した問

題に対してどのような解決活動が開発組織のリーダーとメンバーで現実になさ

れているのかを明らかにしていない，③問題解決活動が開発成果に及ぼす影響

を国際的かつ産業横断的に把握していない，という問題がそれである．これに

対し本稿では，具体的に発生した問題，実際に行われた解決行動，および開発

成果について日中韓の国際比較の観点から産業横断的に把握した点に貢献があ

る. 
  (2)具体的に発生した問題を担当業務内と担当業務外に分けて捉えると以下
のようになる．担当業務内では，日本と中国では「不具合」が多く，韓国では

「仕様変更」が多かった．メンバーとリーダーでは直面する問題が異なり，韓

国ではリーダーが「予算不足」「人員不足」と答える割合が高かった．また，問

題解決方法としては，問題解決がなされる組織レベルに対応して，日本や韓国

では開発現場に委ねられるときにはエンジニア個人が主に対応し，リーダーな

どのより上位の組織が関与するときは，上司との打合せ時間が増えるという関

係にあった．なお，中国では，全体的に上位組織での問題解決が多かった． 
他方，担当業務外では，日本のメンバーとリーダーは「不具合」，中国のメン

バーとリーダー，および韓国のメンバーは「仕様変更」，韓国のリーダーは「不

具合」を挙げた回答者が最も多かった．また，担当外問題解決に関与するかど
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うか，関与するとすれば自発的かどうかを示す「能動性」指標を採ると，すべ

ての問題において最も能動性が高かったのは日本であった． 
(3)開発成果は，個人レベルと組織レベルとでは異なる．また，問題解決行動

は，個人レベルと組織レベルの開発成果に対して異なる影響をもつ可能性があ

り，開発成果をどのレベルで捉えるかはきわめて重要である．本稿ではエンジ

ニア個人のレベルの成果として，①担当業務の納期の短さ・正確さ，②開発コ

スト，③製品品質の３つの側面について尋ねた．開発組織レベルの成果につい

ては，以上の３指標に加えて，個人レベルには当てはまりにくい，④総合的な

商品力と顧客満足度についても尋ねた．そして，いかなる問題解決行動が，製

品の開発成果を向上させうるかに関して定量的分析を行った．その結果，担当

内問題解決の組織レベルはいずれの国のいずれの開発成果にとっても有意な影

響をもたないのに対し，担当外問題に対する能動性は，すべての国において開

発組織レベルの開発成果に正で有意な影響をもつことが明らかとなった． 
 
 
２．先行研究の展望と本稿の分析課題 
 

2.1問題解決活動としての製品開発 
企業が新しいデザイン・構造・技術などを盛り込んだ製品を発売するために

必要となるコンセプト創造や機能・構造設計，試作，実験といった一連の準備

作業は「製品開発」と呼ばれる．これをいかに有効かつ効率的に行うことがで

きるかが，企業の競争優位に大きな影響を与える．したがって，製品開発に関

する研究の主要な目的は，製品開発を有効かつ効率的に行うことのできる戦略

や組織のあり方を明らかにすることである． 
製品開発に関する既存研究では，製品開発組織のあり方（プロセス，構造，

能力，ルーチンなど）に関する研究や開発組織と開発成果との関係について実

証研究が行われてきた．そこでは，製品開発活動は，一連の問題解決活動であ

り，製品システムに関する学習のプロセスであると捉えられてきた（Ahmad, 
Mallick, and Schroeder, 2013; Atuahene-Gima, 2003; Clark and Fujimoto，1991; 青島，
1997; Brown and Eisenhardt, 1995; Denison, Hart, and Kahn, 1996; 藤本・安本, 
2000; Iansiti, 1998; McDonough and Barczak, 1992; 桑嶋, 2002; Mihm, Loch, and 
Huchzermeier, 2003; Sheremata, 2000）．特に，製品開発活動を一連の問題解決活
動として把握し，効果的な組織構造やプロジェクト・マネージャーの行動，お

よびそれらが開発成果に与える影響について実証研究を行った先駆的で大きな

影響を及ぼした「現代古典」ともいえる研究として Clark and Fujimoto(1991)が
挙げられる． 

Clark and Fujimoto(1991)では，製品開発活動を，「問題の認識→代替案の生成
→評価→意思決定（受容または拒否）」の段階からなる問題解決モデルとして捉
えている．そして，問題解決パターンと開発成果との関係について，1980年代
の日米欧の自動車開発プロジェクトを対象として実証分析を行った．その結果，
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優れた企業に共通する特徴として，「調整された問題解決」が行われていること

が示されている． 
その要素としては，①川上・川下の活動のタイミング，②情報メディアの豊

富さ，③情報交換の頻度，④コミュニケーションの方向，⑤川上・川下の情報

の流れのタイミングが挙げられている．また，それを実現するための条件とし

て，①開発作業が高度に並行的に処理されること（開発作業段階の重複化），②

豊富で頻繁な双方向性の情報の流れの存在（緊密なコミュニケーション）の２

つがそろう必要があるとされている． 
Clark and Fujimoto(1991)では，開発成果全体に関して高い業績を達成していた

組織の特徴は，強力な内的統合活動（機能部門間の調整・統合）と外的統合活

動（市場ニーズとの適合を図ること）とを結合して，製品別のプロジェクト・

マネージャーの下に集中させている組織であることが明らかとなった．そうし

た特徴をもつ PM を保有している組織は，「重量級 PM（Heavy Weight Project 
Manager: HWPM）型組織」と呼ばれる． 
 Clark and Fujimoto(1991)を皮切りに，1990年代から 2000年代にかけて，様々
な産業を対象とした多くの理論的・実証的な研究が行われ，研究者ごとや取り

上げる産業ごとに，多くの概念や変数が構想・実証されてきた1．それらの中で

も，1985 年から 2009 年までに主要な学術専門誌に掲載された，製品開発チー
ムのもつ特徴や開発プロセス，開発成果との関係に焦点を当てた論文を対象と

してメタ分析を行って様々な変数を整理した研究として，Sivasubramaniam, 
Liebowitz, and Lackman (2012)が挙げられる． 

Sivasubramaniam et al. (2012)では，製品開発チームおよびそのパフォーマンス
に関する既存研究の知見を「インプット-プロセス-アウトプット(I-P-O)」モデ
ルの中に位置づけて整理している．まず，インプットの要素として，①チーム

の年齢（継続年数やチームメンバーが一緒に仕事をしている期間），②機能（職

能，部門）の多様性2（チームメンバーの出身部門の多様性），③チーム能力（チ

ームに蓄積されてきた一般的な知識や経験），④リーダーシップスタイル（チー

ムリーダーのカリスマ性や変革性，参加型・権限移譲など）が挙げられている． 
次に，プロセスの要素として，①内的コミュニケーション（チームメンバー

間での情報交換の頻度やオープンさのこと．これが高ければグループの凝集性

                                                   
1 たとえば，藤本・安本（2000）では，製品開発組織やルーチンのあり方の産業間比較を
行い，自動車のようにインテグラル度が高く「製品としてのまとまりのよさ（product 
integrity）」を追求する場合には，部門間の連携調整がより重要になるので，部門間の連
携・調整を重視する重量級 PM制の有効性が高まるが，そうでない場合には，軽量級 PM
が有効に機能することもあり，製品の特性や市場の要求によって，どちらのタイプの PM
が適しているかが異なることを実証的に明らかにしている． 
2 機能の多様性については，開発成果にプラスの影響を与えたり，マイナスの影響を与え
るといった複数の異なる実証研究があるので，Sivasubramaniam et al. (2012)では，この
要因はパフォーマンスに影響を与えないという仮説を想定している．これ以外のインプッ

ト要因およびプロセス要因については，それぞれが向上するほど，開発成果も向上すると

いう仮説が想定されている． 
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や役割が明確になったり，メンバー間の共通認識を醸成することができる），②

外的コミュニケーション（チームメンバー以外の人々との情報交換の程度であ

り，顧客との情報交換や外部資源の迅速な獲得が開発成果を高める），③集団凝

集性（グループメンバー間で醸成されている団結心），④目標（ゴール）の明確

さ（チームメンバー間での目標に関するコンセンサスの水準が高いほどチーム

メンバーのモチベーションが向上する）が挙げられている． 
さらに，開発プロジェクトの成果の要素として，①製品開発の有効性（新製

品が市場で要求される品質・性能，価格，新奇性等を満たしている程度），②製

品開発の効率性（開発プロジェクトの予算やスケジュールを遵守できている程

度），③市場投入までのスピード（リードタイム，納期）が挙げられている．結

果的に，インプット要因およびプロセス要因について想定されている仮説のす

べてが支持されている．特に，リーダーシップやチーム能力，外的コミュニケ

ーション，目標の明確さ，集団凝集性が，製品開発成果を高めるうえで重要な

影響を与えており，豊富な経験を有するチームが変革型リーダーによって導か

れている場合には，開発成果がいっそう向上することが示されている． 
 このような製品開発活動のプロセスや成果に対して影響を与える重要な製

品・産業特性として，1990年代半ば以降, 製品アーキテクチャに関する議論が
盛んに行われてきた（Baldwin and Clark，2000; 藤本，2013; Ulrich，1995）．あ
る製品のアーキテクチャは，構成要素間の相互依存関係のパターンにより定義

される．その基本的なタイプはインテグラル型とモジュラー型の２つであり3，

主としてこれらのタイプと組織のあり方（部門間調整や企業間での分業形態）

との適合関係に関する一連の仮説群が形成されてきた（青島・武石, 2001; 
Baldwin and Clark, 2000; Brusoni, Prencipe, and Pavitt, 2001; Cabigiosu and Camuffo, 
2012; Eppinger and Browning, 2012; Fine, 1998; Fixson, 2005; 藤本, 2013; 福澤, 
2008; 具, 2008; Henderson and Clark, 1990; Hoetker, 2006; 貴志・藤本, 2010; 楠
木･チェスブロウ, 2001; Langlois and Robertson, 1992; MacCormack, Baldwin, and 
Rusnak, 2012; 中川, 2011; Sanchez and Mahoney, 1996; Schilling, 2000; Sosa, 
Eppinger, and Rowles, 2004; 武石, 2003; 都留・守島, 2012）．基本的には，製品の
部品間の相互依存性が高い場合（インテグラル型）には，それを開発する組織

においては部品間の事後的な調整を行えるだけの高い調整能力が必要であり，

その一方，部門間調整は緊密に行われることになる．部品間の相互依存性が相

対的に低い場合（モジュラー型）には，部品間の設計の独立性が高く，部品間

の事後的な調整なしに簡単に組み合わせられるため，部門間調整はそれほど緊

密に行われる必要はないとされる． 
以上のように, 製品開発に関する既存研究では，製品開発プロジェクトを効

                                                   
3 モジュラー型アーキテクチャでは，機能と構造との対応関係が一対一に近く，各部品（モ
ジュール）に自己完結的な機能が付与されており，部品の寄せ集めでも十分に製品機能が

実現される．一方，インテグラル型アーキテクチャでは，機能と構造との対応関係が錯綜

しており，ある機能の実現のためには複数の部品が必要となり，部品間の擦り合わせの優

秀さで製品の完成度を競う． 
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果的に管理するための方策について，開発成果に影響を与える要因を明らかに

することを通じて考察されてきた．しかしながら，そこには以下のような限界

もある．すなわち，①どのようなタイプの問題が実際の開発現場で発生したの

か，②それに対して開発リーダーやメンバーが実際にいかなる対応を行ったの

か，③そうした具体的な問題解決行動を有効に行うためにどのような組織上の

取り組みが行われたのか，④結果的に開発成果がどのような影響を受けるのか

――これらに関する産業横断的・国際的な実証分析は十分には行われていない

という限界がそれである． 
 

2.2分析課題 
前項でみてきたように，既存研究では，製品開発組織と開発成果との関係や，

製品アーキテクチャと開発組織との関係について幅広い理論的・実証的な研究

が行われてきた．しかし，既存研究では，①開発プロジェクトにおいて，実際

にどのようなタイプの「問題」（仕様変更，不具合，予算不足，人員不足など）

が発生したのか4，②それらをリーダーやメンバーが解決するためにとった「実

際の」行動（リーダーの上司・リーダー・メンバー間での連携調整も含む），③

それら実際にとられた行動に影響を与える組織・戦略・製品特性などの要因，

④問題解決行動の最終的な成果としての開発成果，について，すべてを包括的

に取り扱ってはいない，しかも，産業横断的あるいは国際的な比較分析も行わ

れてはいない．これらが，既存の製品開発研究における限界であり，それを本

稿は実証的に克服していくことを目指している． 
本稿の分析課題は以下の通りである． 
(1)製品開発プロジェクトにおいて実際に発生した問題のタイプとそれらに

対するリーダーおよびメンバーの具体的な解決行動の関係を示すこと（リーダ

ーやメンバーの特徴も含む）. 
(2)それらの問題解決行動と開発成果との関係を示すこと． 
(3)開発組織の構造や組織内外のコミュニケーションのあり方に影響すると

想定されている製品・産業特性と実際の問題解決行動との関係，およびそれら

の開発成果への影響を示すこと． 
(4)上記(1)~(3)のすべてについて，産業横断的かつ国際的（日本・韓国・中国）

な定量的分析を行うこと． 
製品開発に関する先行研究における主要な要因を整理し，それらの要因を本

稿の研究目的と関連づけた研究の分析枠組みを示すと図１のようになる．これ

は，本研究で取り上げる問題解決行動や問題解決のプロセス，それらの結果と

しての製品開発の成果との関係を示すものであり，以下の節ではこのフレーム

                                                   
4 たとえば，Atuahene-Gima(2003)では，開発プロジェクトにおける問題の発生と解決方
法，およびそれらにリーダーの行動やメンバーへの権限移譲の度合い，内的・外的コミュ

ニケーションがどのような影響を与えるのか，さらには，開発成果への影響についても実

証的な分析が行われているが，実際に生じた問題のタイプや，それに応じたリーダーやメ

ンバーの解決行動・連携については，十分に分析されていない． 
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ワークに沿って実証分析を進めていく． 
 
 
３．アンケート調査の方法とデータの説明 
 
本稿で使用するのは，日中韓３か国の製造業およびソフトウェア業の企業で

働くエンジニアに対するアンケート調査のデータである． 
この調査の最大の特徴は，エンジニア個人を対象とするところにある．また，

エンジニア個人へのアプローチの仕方にも工夫を施した．すなわち，まず同一

企業で異なる製品・システムの開発に従事するエンジニアの情報を得るために，

企業にアプローチした．そして，異なる製品・システムの開発に従事するエン

ジニアを２～５人選んでもらい，調査票に回答して頂いた．言いかえると，企

業の効果と製品・システムの効果を識別できるように，既存の個人データベー

スなどからではなく，企業→製品→エンジニアというルートでエンジニア個人
に接近したわけである5． 
調査票は３か国同一の質問からなる．翻訳と逆翻訳を経て，事前チェックの

ための予備調査を行い，調査票を改訂した上で本調査を実施した．対象企業や

回収標本の状況は表１で報告されている．  
調査方法は，日本に関しては，郵送調査法（全国）による．調査対象は，製

造業に属する従業員数 200 人以上の，またソフトウェア業に属する従業員 50
人以上の民間企業である．調査区域は全国で，サンプルフレームとしては，東

京商工リサーチの企業情報データベースを利用した．調査方法は郵送法で，調

査期間は 2014年 1月 30 日から 2月 27 日までであった．回収状況は表 1(a)の
通りである． 
韓国の調査方法は企業調査を専門とする調査員による訪問面接法である．た

だし，日本とは異なり，「大韓商工会議所資料」を利用し，売上高上位の企業

に調査対象を絞った．そして，電話で調査に同意した企業を訪問した6．調査区

域は全国で，調査期間は2014年1月21日から3月19日までであった．回収状況は
表1(b) の通りである． 
中国では，予算制約から調査区域を全国とすることを断念し，上海，北京，

広州の３地域調査とした．サンプルフレームは「中国34省市企業名録」である．
調査方法は，まず電話連絡が可能だった企業にすべて電話して調査に同意した

企業に，企業調査を専門とする調査員が訪問した．調査期間は2014年1 月20 日

                                                   
5 対象となる製品が最終製品なのか部品なのかを識別する質問は設けなかった．しかし，
B2C製品であれ，B2B製品であれ，他工程や顧客とのインタラクションが発生することに
相違はない．むしろ，開発の独立度は，採用する製品アーキテクチャにより強く影響され

ると考えられる．しかし，本稿では，紙幅の都合上，製品アーキテクチャとの関係の分析

は十分にはできなかった．今後の課題としたい． 
6 調査の趣旨に同意した企業でも，調査票の内容を見て，調査を承諾しなかった企業もあ
ったため，回収企業数は，308社中 54社となっている． 
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から2 月24 日までであった．回収状況は表1(c) の通りである． 
  

 
４．製品開発プロセスとエンジニアの仕事 
 
 この節では，以下の分析の前提となる製品開発プロセスとエンジニアの仕事

について説明しておく． 
 まず，製品開発の流れを概観すると，図2のようになる．上流段階は，製品

の基本構想やコンセプトの策定であり，下流段階は量産準備である．この中間

に，中核工程である製品計画（基本設計）と機能設計・構造設計とが位置する． 

 次に，こうした製品開発プロセスの各段階をエンジニアが現実に３か国でど

の程度経験しているのかを確認しよう．エンジニアが「これまでに経験した開

発業務」（他社での開発業務）と「現在の勤務先企業で経験した開発業務」の全

体を概観すると表２のようになる7． 
日本では，現在の勤務先企業での開発業務として多いのは，①試作・検証

（80.6％），②機能設計（78.2％），③製品計画（基本設計）（74.5％），の順で
ある．韓国では，機能設計と構造設計がともに同率（54.2％）であり，製品計
画（基本設計）（51.6％）がそれに続く．中国では，①機能設計（85.6％），②
構造設計（80.4％），③試作・検証（67.3％）という順である．他社での開発業
務に関しては，韓国でも中国でも，順位はほぼ変わらず，変わるのは，（おそら

くは転職の回数の多さを反映しての）各業務の指摘率の高まりである． 
 もう一度，現在の勤務先企業での開発業務に戻ろう．３か国で 40％以上とい
う暫定基準を設けると，日本では，工程設計を除きすべての業務が挙げられる．

韓国では，それから，商品コンセプト作成，工程設計，量産試作が脱落する．

中国では，商品コンセプト作成と量産試作が脱落する．このように，日本のエ

ンジニアの開発業務の幅の広さが特徴である．別の角度からみると，日本は万

遍なく業務を行う中で，試作・検証の割合が高い（80.6％）．これと対照的なの
は，中国で，機能設計（85.6％）と構造設計（80.4％）に集中するという傾向
である．他方，韓国では，担当業務のカバー範囲は中国に似ているが，指摘率

は 50％前後と低い． 
日本で，試作・検証や量産試作の比重が高いのは，後工程としての製造を自

らの企業の境界の内部で行うためと考えられる．他方，中国では，ファブレス

（100％生産委託）であることが多いため，製品計画，機能設計，構造設計に
特化した開発スタイルになっていると思われる．韓国はその中間に位置しよう． 
 
 
５．製品開発プロセスにおける問題発生と解決行動 
                                                   
7 日本では転職回数がきわめて少ない（平均で日本が 0.4 回であるのに対し，韓国は 0.8
回，中国は 1.8回）ため，前職と現在の勤務先企業での経験業務の差がほとんどない． 
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 5.1 自らの担当業務内で発生した問題と解決行動 
 製品開発プロセスでどのような問題が発生したのか．また，問題を解決する

組織レベルはどこであり，エンジニアはどのように行動したのか．本節では，

これらの問題を検討する．この調査では，①自分自身の担当業務内で発生した

問題（以下，「担当内問題」）と，②自分自身の担当業務以外で発生した問題（以

下，「担当外問題」）の両方について尋ねた．そこでまず，担当内問題の内容と

解決行動についてみてみよう． 
調査では，「仕様変更」「不具合」「予算不足」「人員不足」の４つの問題が現

実に発生したかどうかを尋ねた89．表 3 は実際に発生した担当内問題の内訳を
示す．メンバーとリーダーおよびサブリーダー（以下「リーダー」とまとめて

表記）とでは直面する問題が異なっている可能性があるので，両者を分けて示

している10．3 か国ともほぼすべての問題カテゴリーで，メンバーよりリーダ
ーの方が，問題が発生したとする回答の割合が高い．また，メンバー・リーダ

ーともに，日本は「不具合」発生の割合が他国より顕著に高く11，韓国ではリ

ーダーに「予算不足」「人員不足」発生の割合が他国に比べて顕著に高い． 
 紙幅の都合上表は省略するが，現実に発生した「仕様変更」「不具合」「予算

不足」「人員不足」の４つの問題のうちで最も解決が難しかった問題12を選択し

てもらったところ，３か国とも，「仕様変更」と「不具合」が解決困難な上位 2
大問題であった．また，日本と中国では「不具合」を挙げる回答者がメンバー・

                                                   
8 製品が汎用品かオーダーメイド品かにより，仕様変更の頻度や規模も変わってきうる．
しかし，オーダーメイド品だから汎用品よりも仕様変更が頻繁であるとは必ずしもいえな

い．それは，各国の製品市場の品質要求の変化の速さや契約慣行に依存すると考えられる． 
9 不具合が生じたために仕様変更が必要になる場合など，「不具合」と「仕様変更」との区
別は現実には難しい場合がある．しかし本調査では，発生したすべての問題を指摘するよ

うに求めた上で，さらに最も解決が難しかった問題を回答者に１つだけ特定させるという

構成になっている．このため両者は区別されていると解釈できる．ただし，現実問題とし

ては，両者は完全に「相互排他的」とはいえない状況も想定されるが，この問題は今後に

別途行う聞き取り調査などでチェックしたい．  
10 ３か国でリーダー・サブリーダー・メンバーの割合は異なる．これは，その割合までを
も実査において指定することが困難だったためである． 
11 『日経ものづくり』2007年１月号が紹介する，エンジニアに対するアンケート調査結
果によれば，品質低下を「強く感じる」「感じる」とした回答者の割合は 77.9%であり，
品質低下の最大の理由としてあげられているのが「開発期間の短縮による検討不足」であ

った．本アンケート調査によれば，1担当プロジェクト当たり週労働時間は日本24.4時間，
中国 26.3時間，韓国 30.7時間であり，また問題が発生していない通常時に担当プロジェ
クト以外の業務に従事する時間の比率は日本 18.1%，中国 11.4%，韓国 10.2%となってい
る（クラスカル・ウォリス検定の結果，いずれも 1%水準で差は有意）．以上のことより，
日本で「不具合」問題発生を指摘する者の割合が顕著に高いことの一因は，日本のエンジ

ニアの多忙さにあると推察される． 
12 本調査では，問題の深刻さを直接に問うてはいない．しかし，問題発生の結果生じた事
態を複数回答で尋ねており，ここで○がついた数によって，問題の深刻さを類推すること

が可能であろう．ただし，この分析は今後の課題である． 
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リーダーともに最大だったのに対して，韓国では，メンバーでは「仕様変更」

を，リーダーでは「人員不足」を挙げる回答者が最大であった．さらに，「予算

不足」「人員不足」という開発資源の不足が最も解決が難しかった問題だったと

した回答者の割合は，メンバーでは韓国(33.1%)，中国(20.0%)，日本(16.7%)
の順であり，リーダーでは韓国(53.0%)，日本(30.3%)，中国(25.5%)の順であっ
た． 
表 3と比較すると，韓国のリーダーを除き，実際に最も多く発生した問題と，

最も解決が難しかった問題とは一致している．けれども，韓国のリーダーの場

合，実際に最も多く発生した問題は「仕様変更」だったが，最も解決が難しか

った問題は「人員不足」であった．このことは後にみるように，韓国における

「人員不足」問題の解決方法と関係があると考えられる． 
表 4は，担当内で発生した問題のカテゴリー数を示す．この数値は，自分の

「守備範囲」として認識している問題の多様度を表すと考えられる．国別に平

均値の差の検定を行った．メンバー・リーダーともに，日本と韓国のエンジニ

アは中国のエンジニアに比べて，担当内で有意に多数の問題を経験している．

また日本と韓国では，リーダーの守備範囲である問題カテゴリーがメンバーよ

りも有意に多数だが，中国ではリーダーとメンバーの差は有意ではない．これ

らのことは，日本・韓国のエンジニアは中国のエンジニアに比べて，また日本・

韓国のリーダーはメンバーに比べて，より多様な問題の解決に従事しているこ

とを示唆している．  
 次に，担当内問題が解決された組織レベルを検討しよう．回答者には，「1. 開
発組織のメンバーに問題解決が委ねられた」から，「4. 開発組織を超えた，よ
り上部の組織で問題解決が行われた」までの４つの選択肢から，現実の組織的

問題解決行動を選択するように求めた．この回答は，上位組織やリーダーの関

与なしで開発現場が直接に問題解決を図るという選択肢 1から，開発現場が問
題解決に従事せず，より上位組織での問題解決に委ねる選択肢 4 の 4 段階で，
問題解決が行われた組織レベル（以下「問題解決の組織レベル」と呼ぶ）を示

していると考えられる．  
４つの担当内問題解決について，問題解決の組織レベルを国別に示すのが表

5 である．3 か国の加重平均をみると，上位組織で問題解決が行われた度合が
最も大きいのは中国で，最も小さいのは韓国である．また，韓国において，開

発現場で問題解決を行う度合が他国に比して顕著に高いのは，「人員不足」とい

う，開発資源不足にかかわる問題である． 
 これらの問題が発生した結果，「目標品質の未達成」「製品原価目標の未達成」

「納期遅れ」という事態が発生したか否かを回答してもらったところ（複数回

答可），最も多くの回答者に発生した事態は，日本・韓国で「目標品質の未達成」

で，中国で「納期遅れ」であった．さらに発生した担当内問題カテゴリー別に

結果として起きた事態を分析したのが表 6である．すべての問題カテゴリーに
ついて，中国では主に納期遅れをもたらし，韓国では主に目標品質の未達成を

もたらしている．他方日本では，「仕様変更」「不具合」問題が主に目標品質の
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未達成に帰着し，また「予算不足」「人員不足」が主に納期遅れをもたらしてい

る．本アンケート調査の他の設問に対する回答は，中国で納期の制約が厳しい

ことを示唆しており13，すべての問題カテゴリーが納期遅れを主にもたらすと

いう結果と整合的である．また，問題の性質上，開発資源不足は開発現場より

も上位の組織で解決すべき問題だと考えられる．それゆえ，納期遅れが自然な

帰結であるはずの開発資源不足問題が，韓国では主に目標品質の未達成をもた

らしているのは，開発資源不足問題を長時間労働により開発現場レベルで解決

している14ことが一因だと考えられる．このことはまた，前述の通り，最も解

決が難しかった問題として開発資源不足を挙げる回答者の割合が韓国で最も高

かったことの一因でもあると思われる． 
 次に，個人の担当内問題解決行動を検討しよう．表７は，最も難しかった担

当内問題解決時の労働時間配分と問題解決の組織レベルとの関係を示す．紙幅

の都合上，問題解決に当たって最も重要だと考えられる「自分一人で開発に従

事」と「上司と打合せ」との２項目のみを示した15．まず３か国の平均より，

中国・韓国のエンジニアは，上司との打ち合わせ時間が日本に比して多い16．

つまり，韓国のエンジニアは垂直方向のコミュニケーションを他国に比べてよ

り多く行うことで問題解決を図っていることがわかる． 
 担当内問題解決の組織レベルと個人の問題解決行動との関係を示したクロス

表をさらに吟味しよう．表７の最下段は，当該活動への労働時間配分と問題解

決の組織レベルとの相関係数である．表側の「問題解決の組織レベル」は，「上

位組織」から「メンバー」に向かって順に，より現場レベルで問題解決が図ら

                                                   
13 「あなたが開発に主に従事した主な製品・システムの開発時点において，その製品市場
では，製品への以下の要求はどの程度でしたか．」という設問に対して，「1. まったく重要
でない」から「5. 非常に重要である」までの５段階で各要求項目を評価するように求めた．
その結果，「納期遵守」の平均得点は，中国(4.5)，日本(4.3)，韓国(4.2)の順であった．ま
た，開発に主に従事した主な製品・システムの平均開発総月数は，中国(8.6)，韓国(15.1)，
日本(15.4)であった（クラスカル・ウォリス検定の結果，前者は 5%水準，後者は 1%水準
で差は有意）． 
14 開発資源不足問題のうちでも，人員不足問題を開発現場レベルで「解決」する典型的な
方法は，現状のメンバーが人員不足を埋めるべく長時間労働を行うことであろう．実際，

各国のメンバーの平均週労働時間が，韓国(52.4)，日本(49.4)，中国(47.5)であったことは，
この解釈を裏付けている（クラスカル・ウォリス検定の結果，1%水準で差は有意）． 
15 選択肢には「社外の人との打合せに要する時間」など，開発組織外の人と打合せを行う
場合についても尋ねているが，紙幅の都合上，ここでは分析を行わない． 
16 メンバー・リーダーともに，上司との打合せ時間比率が日本よりも韓国で高い一因は，
職務経験の浅さのために，問題解決に必要な知見・示唆を上司により依存せざるを得ない

ためと推察される．実際に職務経験年数は，メンバーは韓国 4.5年，日本 15.7年であり，
リーダーでは韓国 10.2年，日本 20.4年であった（いずれの差も 1%水準で有意）．また，
都留・守島(2012)で実施した聞き取り調査では，IMF危機の影響で中堅人材が不足してい
て，経験年数が少ないエンジニアが多く，その結果，リーダーに過度な負荷がかかってい

ることが聞かれた．以上より，韓国で垂直方向のコミュニケーションが他国よりも多いと

いう結果は，国の制度的特徴以上に，チームの性質によって説明できると考えられる． 
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れることを意味する．問題解決がより現場レベルで行われるようになるほど，

自分一人で開発に従事する時間が増え，上司と打ち合わせする時間は減るとい

う関係が現実的だと想定できる．そうだとすると，担当内問題解決の組織レベ

ルと最も整合的な個人問題解決行動がみられるのは，「自分一人で開発に従事」

「上司と打合せ」の２項目で相関係数が想定通りの符号で有意になっている韓

国であることがわかる．日本では「上司と打合せ」の相関係数が想定通りの符

号で有意である，中国では「自分一人で開発に従事」の相関係数が有意である．

ただし，これが正で有意であるのには注意が必要である．推論の域を出ないが，

中国では上位レベルでの問題解決の割合が高いゆえ，リーダー自らが問題解決

に取り組んでいるのではないかと考えられる． 
 
  5.2 自らの担当業務外で発生した問題と解決行動 
 次に，担当外問題の内容と解決行動についてみてみよう．今回のアンケート

調査では，現実に発生した「仕様変更」「不具合」「予算不足」「人員不足」「納

期遅れ」「製品原価目標の未達成」「目標品質の未達成」の７つの問題のうち，

解決が難しかった順に３つを挙げることを求めた．最も解決が難しかった問題

としてそれぞれの問題を選択した回答者数を国別，メンバー・リーダー別に示

したものが表８である．それによれば，日本のメンバー・リーダーは「不具合」，

中国のメンバー・リーダーと韓国のメンバーは「仕様変更」，韓国のリーダーは

「不具合」を挙げた回答者が最も多かった．日本・中国では，メンバーとリー

ダーとで解決が最も難しかった担当外問題に関する認識が変わらない．しかし

韓国では，メンバーは「仕様変更」を，リーダーは「不具合」を，最も難しか

った担当外問題として挙げている．韓国のみメンバー・リーダー間の認識が異

なっているという事態は，先に検討した担当内問題解決の場合と共通している．

他国の場合とは異なって韓国では，担当内問題・担当外問題にかかわらず，メ

ンバーとリーダーが異なる問題を解決するという意味で，メンバー・リーダー

間で「問題解決の分業」が存在していると考えられる． 
 担当外問題を解決するために各個人がとった行動を検討しよう．回答者には，

「0. 問題解決に関与しなかった」から「3. 他の人に指示・依頼される以前に
積極的に問題解決に関与した」の４つの選択肢から，現実の問題解決行動を選

択するように求めた．この回答は，問題解決への関与がまったくないという選

択肢 0から，最も能動的に問題解決へ関与する選択肢 3までの４段階で，担当
外問題解決関与への「能動性」を示していると考えられる．表９は，７つの担

当外問題解決について，能動性の度数分布と加重平均を示す．これによると，

すべての問題において最も能動性が高いのは日本であった．また，「納期遅れ」

以外の問題で，韓国よりも中国の能動性が高かった．職能主義である日本の能

動性が高いことは理解しやすいが，職務主義である17中国の能動性が，職能主

                                                   
17 「あなたの仕事内容は事前に明確に定義されていましたか」という設問に対して，「1.
明確に定義されていた」から「5.明確な定義がなかった」の５段階で回答してもらったと
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義に近い韓国のそれを上回ることは理解しにくい．このことは，職務主義とい

う制度的構造にもかかわらず，現実の製品開発においては自身の担当部分の職

務を超えて能動的に担当外問題解決に従事せざるを得ないという，制度と実態

の乖離を示唆するのかもしれない18． 
 
 
６. 問題解決行動と開発成果 
 
  6.1 個人の開発成果と組織の開発成果 
前節では，製品開発の過程で発生する具体的問題が何であり，それをどのよ

うに解決するのか，また解決方法の国別差異がどうであるのかを分析した．本

節では，問題解決行動が開発成果に及ぼす効果について考察する． 
われわれの行った調査では，開発成果について，エンジニア個人レベルの成

果と開発組織レベルの成果との２つの成果を尋ねている．両者を分けて質問す

ることによって，エンジニア個人の成果に対して組織行動が与える影響と，エ

ンジニアの集合である開発組織全体としての成果に対して組織行動が与える影

響について別々に考察することが可能となる． 
開発成果は様々な側面から眺めることができる．今回の調査では，エンジニ

ア個人の成果として，①担当業務の納期の短さ・正確さ，②開発コスト，③製

品品質の 3つの側面について尋ねた．これらの側面についてそれぞれ，そのエ
ンジニアが開発に従事した時点で目標設定された成果のうち，何割程度が達成

されたと判断されるかについて，1～10割の 10段階について尋ねた． 
個人の開発成果についての記述統計を表 10(a)に掲げた．まず，日本につい

ては，製品品質について最も高い開発成果が得られたことがわかる．続いて納

期，開発コストの順で高い成果が得られている． 
紙幅の関係上，表は省略するが，われわれの調査では，開発した製品に対す

る製品市場からの事前の要求について，品質向上，機能拡張，低価格化，小型

化，納期遵守の 5項目についてそれぞれ尋ねている．その結果，日本において
は，高い製品品質が最も要求され，続いて納期の遵守，低価格化の順で市場の

要求が高いという結果を得た．つまり，日本において個人の開発成果は，市場

の要求と整合的であり，市場の要求に応える形でエンジニアも開発の成果を上

げているといえる． 
続いて，韓国のエンジニア個人の開発成果については，納期が最も高く達成

                                                                                                                                                     
ころ，回答の平均値は中国 1.39，日本 2.08，韓国 2.13という順番であった（クラスカル・
ウォリス検定の結果，1%水準で差は有意）．このことは，中国で最も職務定義が明確だと
いうことを意味する． 
18 韓国の能動性が日本のそれを下回ることは，両国の制度的特徴以上に，エンジニアの平
均職務経験年数の違いによって説明できると思われる．実際に平均職務経験年数は，メン

バーは韓国 4.5年，日本 15.7年で，リーダーでは韓国 10.2年，日本 20.4年であった（い
ずれの差も 1%水準で有意）． 
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されており，続いて品質，開発コストの順であった．この状況に対し，韓国に

おいて，製品市場の要求は，製品品質，納期の遵守，機能拡張の順で高く，エ

ンジニアの成果は市場の要求と必ずしも整合的ではない．他方，中国において

は日本と同様に，品質，納期，開発コストの順で個人の成果達成度が高かった．

中国において市場の要求は，品質，納期，コストの順で高く，中国においては

エンジニア個人の成果達成度は市場の要求と整合的である． 
次に，組織の開発成果に目を転じよう．開発組織レベルの成果についても，

個人と同様に 1～10割の達成度による回答を，①担当業務の納期の短さ・正確
さ，②開発コスト，③製品品質について尋ねた．また，開発組織レベルにおい

ては，個人レベルには当てはまりにくい，④総合的な商品力と顧客満足度につ

いても尋ねた． 
結果は表 10(b)に示されている．商品力・顧客満足度は，品質，納期，コス

ト等すべてを含んだ総合的指標であると考えられるため順位から除外して考え

ると，日本，韓国，中国すべての国においてエンジニア個人の開発成果と整合

的であり，組織の開発成果と個人の開発成果との間に高い相関があることが看

取される．また，開発組織レベルでも，日本と中国に関しては製品市場の要求

に適合的となっている． 
 
6.2 開発成果の計量分析 
次に，これらの開発成果と，前節で分析されたエンジニアの問題解決行動と

の関係について分析を行う．つまり，いかなる問題解決行動が，製品の開発成

果を向上させうるかに関して定量的分析を行う． 
ただし，開発成果はエンジニアの問題解決行動のみに依存しているわけでは

なく，企業や開発組織，エンジニア個人の属性および製品特性にも強く依存し

ている．したがって，これらの属性を同時に制御することが必要である． 
分析の方法は以下の通りである．まず，開発の成果の指標は，エンジニアレ

ベルのものと開発組織レベルのものに集計した．具体的には，エンジニアレベ

ルの開発成果として，納期・コスト・品質の３つに関する成果の平均をとり，

それを使用する．同様に，開発組織レベルの開発成果としては，納期・コスト・

品質・顧客満足度の平均を使用する．以上が被説明変数である． 
説明変数には，担当内問題解決において問題解決が行われた組織レベル（以

下担当内問題解決レベルと呼ぶ）を導入する．これは，前述の通り，問題解決

が行われた組織レベルが最も上位組織である場合 4をとり，開発現場レベルの
場合 1をとる 4段階の順序カテゴリー変数である．加えて，担当外問題解決に
おけるエンジニアの能動性（以下能動性と呼ぶ）変数も導入する．これは能動

性が高いほど数値の高い 4段階の順序カテゴリー変数である．以上を問題解決
行動を示す説明変数として回帰分析による分析を行う． 
次に，開発成果と問題解決行動の両方に影響していると考えられる共変量と

して以下のものを導入する．まず，企業レベルの属性として，従業員数，年齢

の対数値を導入する．続いてエンジニアレベルの属性については，年齢の対数
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値，学歴（大卒，大学院卒の場合 1をとり，その他の場合 0をとるダミー変数），
職位（一般従業員を 1とし，以下係長・主任，課長，次長，部長，役員の順で
1ずつ大きくなる順序カテゴリー変数），開発組織における役割（リーダー・サ
ブリーダーであれば 1をとり，その他の場合 0をとるダミー変数）を導入する．
続いて開発レベルの属性として，開発組織の構造を示す変数（機能部門が開発

を担当する場合 1をとり，機能部門の内部に開発組織が編成される場合 2をと
り，複数の機能部門から集成された開発組織が編成される場合 3をとる順序カ
テゴリー変数）を導入する．また，製品特性としては，製品のインテグラル度

（インテグラル度が高い場合に 1をとり，そうでない場合 0を取るダミー変数，
表 11の注１参照），コンポーネント間の干渉度を導入した．これは，他のエン
ジニアの担当部品の開発の，自分の担当箇所への影響の強さを 1から 5の 5段
階で尋ねたもので，数値が大きいほど影響（干渉度）が高い順序カテゴリー変

数（表 11の注 2参照）である．以上の変数についての要約統計量は表 11の通
りである． 
以上の設定のもと，各国ごとに最小二乗法による推定を行った結果が表 12

で報告されている1920．列(1)は，日本におけるエンジニア個人レベルの開発成
果を分析した結果である．エンジニアの問題解決行動は，能動性について正の

係数を得ているが，有意ではなかった．これに対し，列(2)の日本における開発
組織レベルの開発成果を分析した結果では，能動性の係数が正でありかつ 5%
水準で有意であった．しかし担当内問題解決の組織レベルについては，係数は

正であるものの，有意ではなかった．つまり，日本の開発においては担当外問

題解決行動における能動性が，開発組織レベルの成果にとって正の影響をもつ

といえる． 
列(3)は韓国におけるエンジニアレベルの開発成果を分析した結果である．韓

国においてはエンジニアレベルの開発成果について，能動性の係数が正で有意

であった．同様に列(4)において開発組織レベルの成果についても能動性の係数
は正であり，有意であった．つまり韓国において，能動性は，エンジニアレベ

ルと開発組織レベル双方の開発成果に対して正の影響をもつ．列(5)は中国にお
けるエンジニアレベルの開発成果を分析した結果である．エンジニアの問題解

決行動は担当内外共に係数は正であったが，有意ではなかった．列(6)は中国に
おける開発組織レベルの開発成果を分析した結果である．ここでも能動性の係
                                                   
19 記述統計量からもわかるとおり，中国において開発成果達成度が平均的に高く，またそ
れぞれの国ごとに問題解決が果たす役割が異なる可能性を考慮し，推定は各国ごとに別個

に行った．また，アンケート調査票の設計上，企業ごとに複数のエンジニアに聞き取りを

行っているため，企業固定効果を制御することも可能であるが，問題解決行動は，開発組

織ではなく，企業によって決定されていると考えられるため，企業固定効果は制御せずに

分析を行った． 
20 この推定において，内生性の問題については十分に制御されているとは言いがたい．開
発組織・エンジニア・企業・製品の属性が問題を発生させ，またそれが成果に影響してい

ることは十分に考えられる．できる限りこれらの属性は明示的に制御したが，このような

内生性の完全な制御については今後の課題としたい． 
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数は正であり，10%水準で有意であった． 
 
 
７．考察 
 
 以上の分析結果をまとめたものが表 13である．取り上げる項目としては，(1)
担当業務内で発生した具体的問題，(2) 担当業務外で発生した具体的問題，(3)
担当内問題に対する解決行動，(4)担当外問題に対する解決行動，(5)問題解決行
動が開発成果に及ぼす影響，の５つである． 
  (1)担当内で発生した問題に関しては，日本ではメンバーとリーダーとの間で
認識の相違はなく，①不具合，②仕様変更，③人員不足，という順番である．

他方，韓国では，メンバー・リーダーともに，①仕様変更を第１位に挙げてい

るけれども，第２位は，メンバーが不具合で，リーダーが人員不足を挙げると

いう相違がある．これに対して，中国のパターンは日本に似ているが，第３位

がメンバーは予算不足，リーダーは人員不足を挙げるという違いがある． 
 (2)担当外で発生した問題に関しては，各国とも，メンバーとリーダーとの間
に認識の相違がある．まず日本では，メンバーにとっては，①不具合，②仕様

変更，③納期遅れ，ならびに目標品質の未達成である．リーダーにとっては，

①不具合，②人員不足，③仕様変更である．次に韓国では，メンバーにとって

は，①仕様変更，②不具合，③納期遅れであり，リーダーにとっては，①不具

合，②人員不足，③納期遅れである．さらに中国をみれば，メンバーは，①仕

様変更，②目標品質の未達成，③不具合，納期遅れを挙げ，リーダーは，①仕

様変更，②納期遅れ，③目標品質の未達成を挙げている． 
 (3)担当内問題に対する解決行動としては，問題解決の組織レベルと個人の行
動が重要である．現場レベルから上位組織までの順序カテゴリー変数の加重平

均値でみると，日本と韓国が現場寄りの問題解決で，中国は上位組織寄りの問

題解決である．組織レベルと個人の労働時間配分との関係をみると，現場に問

題解決が委ねられている日本と韓国では，上司との打合せ時間が減り，自分一

人の労働時間が増える．これは，両国で問題解決が現場に委ねられ，エンジニ

ア個人が主体的に行動していると解釈できる．これに対して中国では，上位組

織寄りの解決であるにもかかわらず，組織レベルが高まると自分一人の労働時

間が増える．これは，リーダー自らが問題解決に取り組むためではないかと解

釈できる． 
(4)担当外問題解決において能動性が最も高いのが日本で，最も低いのは韓国

であった．中国はその中間である．日本と韓国では，担当内問題に関する限り，

現場レベルで問題解決を行う度合に顕著な違いはない．こうした類似性にもか

かわらず，担当外問題解決行動に関する日本と韓国の結果は対照的である．な

ぜ担当内問題解決において職能主義の韓国は，日本に近く現場寄りであるのに，

担当外問題解決では職務主義の中国よりも能動性が低いのだろうか． 
本調査では，幸いにして職務定義と実際の仕事（との乖離）に関する質問を
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行ったから，その結果を使って解釈してみよう．調査では，仕事内容が事前に

「明確に定義されていた」「やや明確に定義されていた」とした回答者に対して，

実際に行った仕事の範囲を尋ねた．その設問に対し「かなり狭かった」「やや狭

かった」と回答したメンバーの割合は，韓国 23.2%に対し，中国 5.3%であった．
これから，韓国のメンバーは職務定義範囲未満の仕事しか行っていないことが

わかる．また「やや広かった」「かなり広かった」と回答したリーダーの比率は，

韓国 70.8%，中国 61.5%で，現実の仕事範囲が職務定義以上に広かったと回答
したリーダーの比率が韓国の方が高い．以上より，韓国のメンバーは職務定義

範囲未満の仕事しか行っておらず，リーダーがその不足分をカバーすることに

なっていると考えられる．つまり，職務定義問題とは無関係に，韓国のメンバ

ーは自らの業務に集中しており能動性の発揮が不十分に留まると推察される． 
(5)問題解決行動が開発成果に対してもつ効果は次の通りである．担当内問題

解決レベルはいずれの国のいずれの開発成果にとっても有意な影響をもたない

のに対し，担当外問題に対する能動性は，すべての国において開発組織レベル

の開発成果に正で有意な影響をもつことが明らかとなった． 
組織レベルの成果に能動性が影響し，かつ個人レベルの成果に影響しないと

いう結果については，次のように解釈することができよう．すなわち，能動性

とは担当外問題に対する対処であるため，それはエンジニアの担当内開発成果

にとって影響は少ない．これに対して担当外の問題の積極的関与は開発全体と

しての成果に対して好影響を与えるであろう．組織レベルの開発成果にのみ能

動性が正の影響をもつのは以上のような理由のゆえと考えられる21． 
以上より，エンジニアの問題解決行動と開発成果との間に統計的に有意な関

係性があることがわかった．しかし，Morita, Nakajima, and Tsuru (2013)に
よって示されたように，製品開発組織と製品アーキテクチャとの間にも密接な

関係があることが理論的にも，実証的にも示されている．特に本節で得た，問

題解決行動のうち能動性のみが開発成果に有意な影響をもつという結果に関し

ては，製品アーキテクチャの観点からより深い分析を行うことが今後重要であ

ると考えられる．製品アーキテクチャのインテグラル度とは，コンポーネント

間関係の複雑さ，干渉度の高さと解釈することが可能であり，担当外で生じた

問題は，製品のインテグラル度が高まるにつれて，担当内の開発への影響が大

きくなると考えられる．したがって，開発する製品のアーキテクチャによって，

担当外問題への対応は大きく変わりうると考えられる．同様に，製品のインテ

グラル度が高まると，担当内問題が，担当外の開発に与える影響も大きくなる

ため，担当内問題への対処の方法は変わりうることも考えられる．本節の分析

では担当内問題解決レベルは開発成果に有意な影響をもたなかったが，製品ア

                                                   
21 第 5節において，エンジニアの問題解決行動と問題発生時の業務時間配分とのあいだに
関係があることが示された．それを受けて，本節の回帰分析において通常時の業務時間配

分を共変量として導入した分析も行ったが，以上の結果は頑健であることが示された． 
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ーキテクチャとの関連性について今後深く分析を行うことによって，エンジニ

アの問題解決行動と開発成果との関係がより鮮明になることが期待される． 
 
 
８．おわりに 
 
 以上の分析では，日本・中国・韓国のエンジニア個人を対象にしたアンケー

ト調査データに基づき，製品開発プロセスで実際に発生した問題と，リーダー・

メンバーによる実際の問題解決行動を具体的に明らかにした．その上で，問題

解決行動が開発成果に及ぼす効果を測定した． 
以下の３点が析出された．第１に，担当内で発生した問題を現場レベルで解

決しようとするのは日本であり，上位組織で解決しようとするのは中国である．

韓国は日本に近い．第２に，担当外の問題解決のための協力という意味でのエ

ンジニア個人の能動性は日本で最も高く，韓国で最も低い．中国はその中間で

ある．第３に，担当内問題解決の組織レベルは，いずれの国のどの開発成果に

対しても有意な影響をもたないのに対し，担当外問題解決での能動性は，いず

れの国の開発組織レベルでの開発成果に対しても正で有意な影響をもつ． 
日本・中国・韓国を対象に，製品開発において発生する問題が具体的にどの

ようなものであるかを特定し，その問題に対する解決行動がいかなるものであ

ったかを明らかにしたことは，先行研究に対する新たな貢献である．とりわけ，

問題解決行動が開発成果に対してどのような効果をもつのかを計量的に示した

点に本稿の新規性がある． 
 しかしながら，本稿にも残された課題がある．第１に，問題解決の組織レベ

ルやエンジニアの行動が３か国で異なっていることを第５節の分析結果は示し

た．けれども，そうした相違がどのように生み出されたのかの原因の分析は行

うことができなかった．これは今後の聞き取り調査によってさらに追究される

べきである．第２に，問題解決行動と開発成果の関係に対して，製品アーキテ

クチャがもつ意味をさらに深く分析する必要がある．先行研究やわれわれ自身

の研究（都留・守島，2012）は製品開発組織と製品アーキテクチャの間にある
密接な関係を明らかにしてきた．このことを鑑みると，こうした分析の拡張は

ぜひとも必要である． 
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図1. 本研究の分析枠組み
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表1．調査対象と回収状況

(a) 日本

対象企業数 回収企業数 回答者数
全体 4,718 72 216

製造業 2,078 56 173
ソフトウエア業 2,640 16 43

(注) サンプルフレームは「東京商工リサーチ企業データベース」である．

　　製造業は中分類コード25-31，ソフトウエア業は小分類コード391を対象とした．

　　製造業は従業員数200人以上，ソフトウエア業は従業員数50人以上に限定した．

　　調査方法：電話スクリーニングの後，質問紙郵送法

　　調査期間：2014年1月30日から2月27日

(b) 韓国
母集団 対象企業数 回収企業数 回答者数

全体 4,294 308 54 190
製造業 4,112 273 41 139

ソフトウエア業 182 35 13 51
(注) サンプルフレームは，大韓商工会議所資料である．
　　その売上高上位1,000社より，非製造業等を除いて上位からの対象企業を
　　321社選び出し，電話で調査に同意した308社に対して調査を実施した．

　　調査方法：現地調査員による訪問面接法
　　調査期間：2014年1月21日から3月19日

(c) 中国
対象企業数 回収企業数 回答者数

全体 24,906 35 153
製造業 23,309 25 111

ソフトウエア業 1,597 10 42
全体 5,389 11 51

製造業 4,864 8 37
ソフトウエア業 525 3 14

全体 8,663 11 50
製造業 8,087 8 38

ソフトウエア業 576 3 12
全体 10,854 13 52

製造業 10,358 9 36
ソフトウエア業 496 4 16

(注) サンプルフレームは「中国34省市企業名録」である．
　　製造業は従業員数300人以上，ソフトウエア業は従業員数50人以上に限定した．

　　調査方法：現地調査員による訪問面接法
　　調査期間：2014年1月20日から2月24日

全体

北京

上海

広州



図2．製品開発プロセス

(出所)Ulrich and Eppinger(2012)p.9のExhibit1-4を修正．
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表2. 開発プロセスにおける担当業務
(a) これまでに経験した開発業務における担当業務 (複数回答)

回答者数
商品ｺﾝｾﾌﾟ

ﾄ作成
製品計画

(基本設計) 機能設計 構造設計 試作・検証 工程設計 量産試作 その他 無回答

559 197 375 423 389 382 202 234 66 0
35.2 67.1 75.7 69.6 68.3 36.1 41.9 11.8  0.0  

216 98 161 172 150 177 84 101 31 0
45.4 74.5 79.6 69.4 81.9 38.9 46.8 14.4  0

190 51 107 115 114 93 37 74 35 0
26.8 56.3 60.5 60.0  48.9 19.5 38.9 18.4  0.0  

153 48 107 136 125 112 81 59 0 0
31.4 69.9 88.9 81.7 73.2 52.9 38.6 0.0  0.0  

(注) 上段は回答者数を，下段は回答者比率(%)を示す．

(b) 現在の勤務先企業で経験した開発業務における担当業務 (複数回答)

回答者数
商品ｺﾝｾﾌﾟ

ﾄ作成
製品計画

(基本設計) 機能設計 構造設計 試作・検証 工程設計 量産試作 その他 無回答

559 181 359 403 369 364 174 197 59 1
32.4 64.2 72.1 66 65.1 31.1 35.2 10.6 0.2

216 94 161 169 143 174 78 94 28 1
43.5 74.5 78.2 66.2 80.6 36.1 43.5 13.0  0.5

190 43 98 103 103 87 32 63 31 0
22.6 51.6 54.2 54.2 45.8 16.8 33.2 16.3 0.0  

153 44 100 131 123 103 64 40 0 0
28.8 65.4 85.6 80.4 67.3 41.8 26.1 0.0  0.0  

(注) 上段は回答者数を，下段は回答者比率(%)を示す．

韓国

中国

全体

日本

韓国

中国

全体

日本



表3．担当範囲内で発生した問題 (複数回答)
回答者数 仕様変更 不具合 予算不足 人員不足

49 35 39 9 19
71.4 79.6 18.4 38.8

124 100 81 26 63
80.6 65.3 21.0 50.8

40 21 23 12 8
52.5 57.5 30.0 20.0

157 132 132 45 104
84.1 84.1 28.7 66.2

66 52 43 28 46
78.8 65.2 42.4 69.7

113 64 71 31 42
56.6 62.8 27.4 37.2

(注) 上段は回答者数を，下段は回答者比率(%)を示す．

日本

韓国

中国

メンバー

リーダー

日本

韓国

中国



表4．担当内で発生した問題のカテゴリー数（平均値）
メンバー リーダー 差

日本 2.08 2.63 0.55 ***

韓国 2.18 2.56 0.38 ***

中国 1.60 1.84 0.24
(注) ***は1%水準で差が有意であることを意味する．



表5．担当内問題解決の組織レベルの平均値

仕様変更 不具合** 予算不足 人員不足** 加重平均値***

2.29 2.28 3.17 2.51 2.38
45 111 12 45 213

2.35 2.09 3.04 2.17 2.32
60 54 24 52 190

2.47 2.45 3.55 2.81 2.61
45 55 11 21 132

(注) 上段は組織レベル(開発組織メンバー=1，リーダーとメンバーの協働=2, リーダー主

　　   導=3, 上位組織=4 )の平均値を，下段は回答者数を示す．***および**は，クラスカル・
        ウォリス検定の結果，それぞれ1%水準，5%水準で差が有意であることを示す．

日本

韓国

中国



表6．発生した問題別の結果 (複数回答)

回答者数
目標品質
の未達成

製品原価目標
の未達成

納期遅れ 回答者数
目標品質
の未達成

製品原価目標
の未達成

納期遅れ 回答者数
目標品質
の未達成

製品原価目標
の未達成

納期遅れ

174 83 39 82 152 67 27 60 85 23 22 66
47.7 22.4 47.1 44.1 17.8 39.5 27.1 25.9 77.6

180 94 34 76 124 63 18 52 94 25 24 71
52.2 18.9 42.2 50.8 14.5 41.9 26.6 25.5 75.5

56 25 19 29 54 28 12 24 43 7 10 31
44.6 33.9 51.8 51.9 22.2 44.4 16.3 23.3 72.1

129 59 27 71 109 52 17 51 50 9 11 44
45.7 20.9 55.0 47.7 15.6 46.8 18.0 22.0 88.0

(注) 上段は回答者数を，下段は回答者比率(%)を示す．

日本 韓国 中国

人員不足

仕様変更

不具合

予算不足



表7．最難関問題解決の組織レベルと労働時間配分(%)との関係

回答者数
自分一人
で開発に

従事
回答者数 回答者数

上司と打
合せ

上位組織で解決 31 28.2 15.6 24 27.9 25.8 23 45.0 14.7
リーダー主導 40 39.6 14.5 45 31.0 23.2 36 34.7 17.5
リーダーとメンバーの協働 119 32.5 13.2 88 33.5 19.8 71 34.6 18.3
開発組織メンバーに委ねた 21 45.2 7.3 33 45.3 12.3 2 55.0 7.5
平均 211 34.5 13.2 190 34.3 20.0 132 36.8 17.3
相関係数 -0.09 0.18 *** -0.21 *** 0.26 *** 0.15 * -0.11
(注) ***は1%水準で，*は10%水準で有意であることを意味する．

日本 韓国 中国
問題解決の
組織レベル

上司と打
合せ

自分一人
で開発に

従事

上司と打
合せ

自分一人
で開発に

従事



表8．自分の担当範囲外で発生した，解決が最も難しかった問題

回答者数 仕様変更 不具合 予算不足 人員不足 納期遅れ
製品原価目
標の未達成

目標品質の
未達成

199 54 52 13 21 33 11 15
27.1 26.1 6.5 10.6 16.6 5.5 7.5

46 5 21 3 3 5 4 5
10.9 45.7 6.5 6.5 10.9 8.7 10.9

124 38 27 10 15 24 5 5
30.7 21.8 8.1 12.1 19.4 4.0 4.0

29 11 4 0 3 4 2 5
37.9 13.8 0.0 10.3 13.8 6.9 17.2

311 68 77 19 50 45 27 25
21.9 24.8 6.1 16.1 14.5 8.7 8.0

148 22 54 6 24 17 11 14
14.9 36.5 4.1 16.2 11.5 7.4 9.5

66 9 15 8 13 10 6 5
13.6 22.7 12.1 19.7 15.2 9.1 7.6

97 37 8 5 13 18 10 6
38.1 8.3 5.2 13.4 18.6 10.3 6.2

(注) 上段は回答者数を，下段は回答者比率(%)を示す．

韓国

中国

メンバー

全体

日本

韓国

中国

リーダー

全体

日本



表9．担当外問題の解決行動における能動性の平均値

仕様変更*** 不具合*** 予算不足 人員不足*** 納期遅れ*** 製品原価目

標の未達成*

目標品質の

未達成***

1.63 1.91 0.88 1.32 1.63 1.64 1.79
294 287 88 240 269 139 158
1.90 2.12 1.00 1.70 1.87 1.94 2.13
96 149 14 91 97 46 76

1.41 1.63 0.84 0.91 1.59 1.48 0.85
128 112 37 95 106 50 34
1.64 1.89 0.86 1.43 1.38 1.51 1.90
70 26 37 54 66 43 48

(注) 上段は能動性(関与しなかった=0，上司に指示された=1，担当者に依頼された=2，他人の指示・依

　　  頼以前に関与した=3)の平均値を，下段は回答者数を示す．***および*は，クラスカル・ウォリス検定

        の結果，それぞれ1%, 10%水準で差が有意であることを示す．

全体

日本

韓国

中国



表10．開発成果諸変数の記述統計
(a)個人の開発成果

平均 標準偏差 最小値 25パーセンタイル 中央値 75パーセンタイル 最大値

納期 6.65 2.08 1 5 7 8 10
開発コスト 6.33 2.09 1 5 7 8 10
製品品質 7.17 1.77 2 6 8 8 10

納期 6.67 2.38 1 5 7 8 10
開発コスト 6.45 2.21 1 5 7 8 10
製品品質 6.62 2.16 1 5 7 8 10

納期 8.01 1.17 3 7 8 9 10
開発コスト 7.8 1.4 3 7 8 9 10
製品品質 8.71 1.16 3 8 9 9 10

(b)組織の開発成果

平均 標準偏差 最小値 25パーセンタイル 中央値 75パーセンタイル 最大値
日本（N = 213）
納期 6.43 2.19 1 5 7 8 10
開発コスト 6.09 2.16 1 5 6 8 10
製品品質 7.13 1.77 2 6 7 8 10
顧客満足度 6.99 1.76 1 6 7 8 10
韓国（N = 190）
納期 6.72 2.33 1 5 7.5 8 10
開発コスト 6.29 2.25 1 5 7 8 10
製品品質 6.51 2.17 1 5 7 8 10
顧客満足度 6.60 2.20 1 5 7 8 10
中国（N = 153）
納期 7.87 1.39 3 7 8 9 10
開発コスト 7.63 1.42 3 7 8 9 10
製品品質 8.66 1.16 2 8 9 9 10
顧客満足度 8.52 1.19 3 8 9 9 10

日本（N = 213）

韓国（N = 190）

中国（N = 153）



表11．回帰分析に使用した変数の要約統計量

平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差
個人の開発成果 6.72 1.65 6.58 2.06 8.17 1.03
組織の開発成果 6.67 1.61 6.53 2.04 8.17 1.06
担当内問題解決の組織レベル 2.38 0.85 2.32 0.91 2.61 0.79
担当外問題解決における能動性 1.97 1.06 1.25 0.84 1.52 1.07
従業員数 1211.34 4194.90 3127.84 10742.22 2310.72 5545.03
企業年齢 44.50 23.64 26.33 15.97 17.94 11.14
エンジニア年齢 41.88 7.64 32.42 5.51 33.44 6.95
大卒ダミー 0.81 0.40 0.89 0.31 0.78 0.41
男性ダミー 0.97 0.18 0.86 0.34 0.86 0.35
職位カテゴリー変数 2.62 1.18 2.07 1.10 2.07 1.09
リーダーダミー 0.73 0.45 0.35 0.48 0.74 0.44
製品のインテグラル度1 0.72 0.45 0.72 0.45 0.58 0.49
コンポーネント間の干渉度 2 3.73 1.11 3.92 0.90 4.08 0.64
開発組織構造3 1.75 0.81 1.87 0.77 1.93 0.64
(注) 1．製品のインテグラル度は，以下の質問文と図によって尋ねた．「あなたが開発に主に従事した主な
　　　      製品・システムにおける「部品(コンポーネント)」と「実現された仕様」の関係は以下の図のいずれに
　　　      近かったですか．」図では，部品(コンポーネント)と仕様との関係の複雑さの異なる(単純/複雑)二つ
　　　      の図を提示し，いずれか選択をしてもらった．
　　　 2．コンポーネント間の干渉度は以下の質問によって尋ねた．「他のエンジニアの担当部品(コンポーネ
　　　      ント)をどのように開発するかが，あなたの担当の部品(コンポーネント)の開発にどの程度影響しまし
　　　      たか．」回答は5段階評価(1=まったく影響しなかった…5=非常に影響した)でなされた．
　　　 3．開発組織編成は以下の質問によって尋ねられた．「あなたが開発に主に従事した主な製品・システ
　　　      ムの開発は，次のうちどの組織体制で行われましたか．」回答は，1．機能部門の課などが開発を担
　　　      当し，当該製品・システム開発組織は特別に編成されない，2．機能部門の内部に，当該製品・シス
　　　      テム開発組織が編成される，3．複数の機能部門からメンバーが集められて，当該製品・システム開
　　　      発組織が編成される，でなされた．

日本 韓国 中国



表12．開発成果の決定要因，OLS

担当内問題解決の組織レベル 0.0293 -0.0151 0.0811 0.146 -0.160 -0.194
(0.162) (0.131) (0.161) (0.152) (0.148) (0.140)

担当外問題解決における能動性 0.191 0.294 ** 0.348 ** 0.411 ** 0.177 0.194 *

(0.124) (0.125) (0.175) (0.170) (0.112) (0.109)
ln（従業員数） 0.155 0.218 0.0221 -0.0606 0.0976 0.158 *

(0.143) (0.138) (0.104) (0.112) (0.0820) (0.0862)
ln（企業年齢） 0.0710 0.140 0.118 0.136 -0.220 -0.240

(0.195) (0.175) (0.203) (0.202) (0.244) (0.238)
ln（エンジニア年齢） -1.539 -1.051 -0.101 -2.254 0.229 0.271

(0.947) (0.839) (1.978) (2.003) (0.524) (0.540)
大卒ダミー -0.356 -0.244 -0.122 -0.143 -0.454 -0.446

(0.261) (0.257) (0.418) (0.398) (0.279) (0.286)
男性ダミー -0.679 -1.480 * -0.268 -0.138 0.233 0.361

(0.595) (0.819) (0.495) (0.452) (0.441) (0.486)
職位カテゴリー変数 0.401 ** 0.284 ** 0.302 0.474 0.0687 0.132

(0.143) (0.126) (0.290) (0.298) (0.103) (0.100)
リーダーダミー -0.0491 0.175 0.796 ** 0.551 -0.462 -0.575 *

(0.272) (0.273) (0.367) (0.368) (0.297) (0.302)
製品のインテグラル度 -0.0935 -0.224 0.448 0.373 0.534 * 0.333

(0.278) (0.260) (0.317) (0.319) (0.287) (0.296)
コンポーネント間の干渉度 -0.116 -0.176 * 0.486 ** 0.640 ** 0.157 0.0925

(0.121) (0.106) (0.194) (0.176) (0.154) (0.160)
開発組織構造 0.208 0.186 0.168 0.0129 0.162 0.230

(0.146) (0.138) (0.191) (0.189) (0.275) (0.263)
定数項 10.83 ** 9.407 ** 2.694 9.739 6.458 ** 6.087 **

(3.334) (2.983) (6.100) (6.248) (2.391) (2.625)
国 日本 日本 韓国 韓国 中国 中国

自由度調整済み決定係数 0.0911 0.0931 0.1919 0.1941 0.1242 0.1243
サンプル数 196 194 190 190 122 122
(注) カッコ内の数字は標準誤差であり，**は5%水準で，*は10%水準で有意であることを意味する．

(4)
組織の開発

成果

(5)
個人の開発

成果

(6)
組織の開発

成果
個人の開発

成果

(1) (2)
組織の開発

成果

(3)
個人の開発

成果



表13．分析結果のまとめ

日本 韓国 中国

担当業務内で発生した具体的問題，および

問題カテゴリー数(***1%水準で有意差)
メンバー：①不具合，②仕様変更，③人員不足

リーダー：①不具合，仕様変更，②人員不足

メンバー：2.08，リーダー：2.63***

メンバー：①仕様変更，②不具合，③人員不足

リーダー：①仕様変更，②人員不足，③不具合

メンバー：2.１8，リーダー：2.56***

メンバー：①不具合，②仕様変更，③予算不足

リーダー：①不具合，②仕様変更，③人員不足

メンバー：1.60，リーダー：1.84

担当業務外で発生した具体的問題

(最も解決がむずかしかった問題)
メンバー：①不具合，②仕様変更，③納期遅れ，目
標品質の未達成
リーダー：①不具合，②人員不足，③仕様変更

メンバー：①仕様変更，②不具合，③納期遅れ
リーダー：①不具合，②人員不足，③納期遅れ

メンバー：①仕様変更，②目標品質の未達成，③不
具合，納期遅れ
リーダー：①仕様変更，②納期遅れ，③目標品質の
未達成

担当業務内問題に対する解決行動

解決の組織レベル(***1%水準で有意)，および
個人の労働時間配分

問題解決の組織レベル：現場寄り(加重平均値2.38)
問題解決の組織レベルが現場レベルに近いほど上
司との打合せ時間が減る．

問題解決の組織レベル：現場寄り(加重平均値2.32)
問題解決の組織レベルが現場レベルに近いほど自分
一人の労働時間が増え，上司との打合せ時間が減
る．

問題解決の組織レベル：上位組織寄り(加重平均値

2.61)
問題解決の組織レベルが上位に近いほど自分一人
の労働時間が増える．

担当業務外問題に対する解決行動
1 「仕様変更」，「不具合」，「予算不足」，「人員不

足」，「納期遅れ」，「製品原価の未達成」，「目標品
質の未達成」のすべての問題で「能動性」の値が他
国より高い．

「納期遅れ」のみ，中国より高いが，他のすべての問
題で日本と中国に比して「能動性」の値が低い．

「仕様変更」，「不具合」，「予算不足」，「人員不
足」，「製品原価の未達成」，「目標品質の未達成」
において，「能動性」の値が日本より低いが韓国より
高い．

問題解決行動が開発成果に及ぼす効果(3か国別

OLS推定)

問題解決の組織レベルは有意ではないが，「能動
性」は組織の開発成果に対して正で有意である．

問題解決の組織レベルは有意ではないが，「能動性」
は個人の開発成果に対しても組織の開発成果に対し
ても正で有意である．

問題解決の組織レベルは有意ではないが，「能動
性」は組織の開発成果に対して正で有意である．

(注) 1．「0. 問題解決に関与しなかった」から「3. 他の人に指示・依頼される以前に積極的に問題解決に関与した」の4つの選択肢から，現実の問題解決行動を選択するように求めた．この回答は，担当外問題解決
　　　　 関与への「能動性」を示していると考えられる．




